
一般財団法人 経済広報センター
（単位：円）

科　　　　目
Ⅰ　資産の部
　１．流動資産
　　　　現金預金 652,844,682 616,358,176 36,486,506
　　　　未収金 4,329,432 1,444,360 2,885,072
　　　　未収収益 38,269 32,241 6,028
　　　　前払金 612,890 723,920 △ 111,030
　　　　仮払金 0 6,027 △ 6,027
　　　　立替金 8,493 3,738 4,755
　　　　前払費用 20,674 13,799 6,875
　　　　　　流動資産合計 657,854,440 618,582,261 39,272,179
　２．固定資産
　　（1）基本財産
　　　　　定期預金 500,648,400 500,648,400 0
　　　　　投資有価証券 19,726,000 19,870,000 △ 144,000
　　　　　　基本財産合計 520,374,400 520,518,400 △ 144,000
　　（2）特定資産
　　　　　退職給付引当資産 130,628,265 143,428,265 △ 12,800,000
　　　　　減価償却引当資産 40,000,000 40,000,000 0
　　　　　特別積立資産 198,040,000 198,950,000 △ 910,000
　　　　　事務所改修積立資産 70,000,000 63,998,442 6,001,558
　　　　　事務機器拡充積立資産 82,553,631 57,553,631 25,000,000
　　　　　　特定資産合計 521,221,896 503,930,338 17,291,558
　　（3）その他固定資産
　　　　　建物 5,078,853 7,849,885 △ 2,771,032
　　　　　什器備品 12,554,122 13,114,635 △ 560,513
　　　　　ソフトウェア 580,368 1,198,055 △ 617,687
　　　　　ソフトウェア仮勘定 4,290,000 0 4,290,000
　　　　　電話加入権 1,000 1,000 0
　　　　　長期前払費用 42,912 38,377 4,535
　　　　　　その他固定資産合計 22,547,255 22,201,952 345,303
　　　　　　固定資産合計 1,064,143,551 1,046,650,690 17,492,861
　　　　　　資産合計 1,721,997,991 1,665,232,951 56,765,040

Ⅱ　負債の部
　１．流動負債
　　　　未払金 40,771,738 39,370,284 1,401,454
　　　　未払消費税等 4,159,000 4,567,800 △ 408,800
　　　　前受金 1,237,500 660,000 577,500
　　　　預り金 777,680 762,343 15,337
　　　　賞与引当金 13,106,804 13,504,391 △ 397,587
　　　　　　流動負債合計 60,052,722 58,864,818 1,187,904
　２．固定負債
　　　　退職給付引当金 133,317,783 145,729,319 △ 12,411,536
　　　　　　固定負債合計 133,317,783 145,729,319 △ 12,411,536
　　　　　　負債合計 193,370,505 204,594,137 △ 11,223,632

Ⅲ　正味財産の部
　１．指定正味財産 50,000,000 50,000,000 0
　　　　　　（うち基本財産への充当額） ( 50,000,000 ) ( 50,000,000) ( 0 )
　２．一般正味財産 1,478,627,486 1,410,638,814 67,988,672
　　　　　　（うち基本財産への充当額） ( 470,374,400 ) ( 470,518,400) ( △ 144,000 )
　　　　　　（うち特定資産への充当額） ( 390,593,631 ) ( 360,502,073) ( 30,091,558 )
　　　　　　正味財産合計 1,528,627,486 1,460,638,814 67,988,672
　　　　　　負債及び正味財産合計 1,721,997,991 1,665,232,951 56,765,040
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貸　借　対　照　表

２０２３年３月３１日現在

当 年 度 前　年　度 増　　減



一般財団法人 経済広報センター
（単位：円）

科　　　　目 当 年 度 前　年　度 増　　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（1）経常収益
　　　　①基本財産運用益 30,012 30,013 △ 1
　　　　　　基本財産受取利息 10,012 10,012 0
　　　　　　基本財産有価証券運用益 20,000 20,001 △ 1
　　　　②特定資産運用益 104,796 27,255 77,541
　　　　　　特定資産受取利息 4,795 5,612 △ 817
　　　　　　特定資産有価証券運用益 100,001 21,643 78,358
　　　　③受取会費 484,655,179 490,095,632 △ 5,440,453
　　　　　　当年度会費 484,655,179 490,095,632 △ 5,440,453
　　　　④事業収益 78,340,618 78,657,199 △ 316,581
　　　　⑤雑収益 17,806 13,309 4,497
　　　　　　受取利息 1,756 1,370 386
　　　　　　雑収益 16,050 11,939 4,111
　　　 経常収益計 563,148,411 568,823,408 △ 5,674,997
　（2）経常費用
　　　　①事業費
　　　　　　役員報酬 8,195,000 11,385,000 △ 3,190,000
　　　　　　給料手当 83,145,412 82,312,121 833,291
　　　　　　賞与引当金繰入額 8,107,636 8,854,534 △ 746,898
　　　　　　退職給付費用 2,109,323 1,423,344 685,979
　　　　　　福利厚生費 15,677,720 16,490,675 △ 812,955
　　　　　　調査広報費 119,213,172 120,535,677 △ 1,322,505
　　　　　　会議費 19,627,609 7,840,079 11,787,530
　　　　　　諸謝金 10,027,917 7,922,200 2,105,717
　　　　　　旅費交通費 13,630,455 1,404,948 12,225,507
　　　　　　通信運搬費 13,485,589 12,712,708 772,881
　　　　　　図書資料費 2,471,530 2,461,198 10,332
　　　　　　減価償却費 7,198,966 8,322,856 △ 1,123,890
　　　　　　消耗什器備品費 3,016,753 2,608,468 408,285
　　　　　　消耗品費 1,670,690 2,435,439 △ 764,749
　　　　　　印刷製本費 21,572,475 23,978,366 △ 2,405,891
　　　　　　賃借料 51,528,900 51,530,400 △ 1,500
　　　　　　委託費 26,804,463 19,166,051 7,638,412
　　　　　　支払手数料 492,620 621,444 △ 128,824
　　　　　　租税公課 102,000 12,000 90,000
　　　　　　雑費 99,152 105,504 △ 6,352
　　　　　　　事業費計 408,177,382 382,123,012 26,054,370
　　　　②管理費
　　　　　　役員報酬 4,221,667 5,865,000 △ 1,643,333
　　　　　　給料手当 36,116,444 33,980,997 2,135,447
　　　　　　賞与引当金繰入額 3,315,422 2,941,193 374,229
　　　　　　退職給付費用 1,135,791 766,417 369,374
　　　　　　福利厚生費 6,599,697 6,141,560 458,137
　　　　　　会議費 2,029,674 1,366,466 663,208
　　　　　　諸謝金 70,000 0 70,000
　　　　　　旅費交通費 161,846 9,552 152,294
　　　　　　通信運搬費 551,381 524,361 27,020
　　　　　　図書資料費 133,512 124,639 8,873
　　　　　　減価償却費 2,399,656 2,774,286 △ 374,630
　　　　　　消耗什器備品費 797,679 723,449 74,230
　　　　　　消耗品費 82,110 134,687 △ 52,577
　　　　　　印刷製本費 305,206 380,348 △ 75,142
　　　　　　修繕費 0 98,800 △ 98,800
　　　　　　賃借料 17,170,300 17,170,800 △ 500
　　　　　　委託費 9,758,713 8,640,679 1,118,034
　　　　　　支払手数料 130,351 165,072 △ 34,721
　　　　　　租税公課 345,489 315,828 29,661
　　　　　　雑費 540,009 548,430 △ 8,421
　　　　　　　管理費計 85,864,947 82,672,564 3,192,383
　　    経常費用計 494,042,329 464,795,576 29,246,753
　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 69,106,082 104,027,832 △ 34,921,750

- 2 -

２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

正味財産増減計算書



　　　　　基本財産評価損益等 △ 144,000 △ 148,000 4,000
　　　　　特定資産評価損益等 △ 910,000 △ 1,050,000 140,000
　　　　　評価損益等計 △ 1,054,000 △ 1,198,000 144,000
　　　　　当期経常増減額 68,052,082 102,829,832 △ 34,777,750
　２．経常外増減の部
　（1）経常外収益
　　　 経常外収益計 0 0 0
　（2）経常外費用
　　　　　除却損失 63,410 7 63,403
　　　　 　 什器備品除却損 63,410 7 63,403
　　　 経常外費用計 63,410 7 63,403
　　　　　当期経常外増減額 △ 63,410 △ 7 △ 63,403
　　　　　当期一般正味財産増減額 67,988,672 102,829,825 △ 34,841,153
　　　　　一般正味財産期首残高 1,410,638,814 1,307,808,989 102,829,825
　　　　　一般正味財産期末残高 1,478,627,486 1,410,638,814 67,988,672
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　　指定正味財産期首残高 50,000,000 50,000,000 0
　　　　　指定正味財産期末残高 50,000,000 50,000,000 0
Ⅲ　正味財産期末残高 1,528,627,486 1,460,638,814 67,988,672
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一般財団法人　経済広報センター

１．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

②無形固定資産

（3）引当金の計上基準
①賞与引当金

②退職給付引当金

（4）消費税等の会計処理

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　定期預金 500,648,400 0 0 500,648,400
　　投資有価証券 19,870,000 0 144,000 19,726,000

520,518,400 0 144,000 520,374,400

　　退職給付引当資産 143,428,265 2,200,000 15,000,000 130,628,265
　　減価償却引当資産 40,000,000 5,712,800 5,712,800 40,000,000
　　特別積立資産 198,950,000 0 910,000 198,040,000
　　事務所改修積立資産 63,998,442 6,001,558 0 70,000,000
　　事務機器拡充積立資産 57,553,631 25,000,000 0 82,553,631

503,930,338 38,914,358 21,622,800 521,221,896
1,024,448,738 38,914,358 21,766,800 1,041,596,296
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小　　　計

　基本財産

財務諸表に対する注記

期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は総平均法により算定）を採用している。

定額法を採用している。

定額法を採用している。

職員等に対する賞与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上している。

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末において発生し
ていると認められる額を計上している。なお、退職給付債務は期末の要支給額に基づいて計算してい
る。

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式を採用している。

科　　　目

　特定資産

小　　　計
合　　　計



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額）

(うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
　対応する額）

　　定期預金 500,648,400 ( 50,000,000 ) ( 450,648,400 ) -          
　　投資有価証券 19,726,000 -          ( 19,726,000 ) -          

520,374,400 ( 50,000,000 ) ( 470,374,400 ) -          

　　退職給付引当資産 130,628,265 -          -          ( 130,628,265 )
　　減価償却引当資産 40,000,000 -          ( 40,000,000 ) -          
　　特別積立資産 198,040,000 -          ( 198,040,000 ) -          
　　事務所改修積立資産 70,000,000 -          ( 70,000,000 ) -          
　　事務機器拡充積立資産 82,553,631 -          ( 82,553,631 ) -          

521,221,896 -          ( 390,593,631 ) ( 130,628,265 )
1,041,596,296 ( 50,000,000 ) ( 860,968,031 ) ( 130,628,265 )

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 47,143,757 42,064,904 5,078,853
什器備品 51,050,899 38,496,777 12,554,122
ソフトウェア 29,246,669 28,666,301 580,368

127,441,325 109,227,982 18,213,343

５．引当金の明細

６．退職給付関係
（1）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用している。

（2）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
（単位：円）

　現金預金退職給付引当金の期首残高 145,729,319
　現金預金退職給付費用 2,858,914
　現金預金退職給付の支払額 △ 15,270,450
　現金預金退職給付引当金の期末残高 133,317,783

（3）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金との調整表
（単位：円）（単位：円）

　現金預金退職給付債務 133,317,783
　現金預金退職給付引当金 133,317,783

（4）退職給付に関連する損益
（単位：円）

　現金預金簡便法で計算した退職給付費用 2,858,914
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合　　　計

科　　　目

科　　　目

　基本財産

小　　　計
　特定資産

小　　　計
合　　　計

　基本財産と特定資産および引当金明細については、財務諸表に対する注記において記載しているため、記載を省
略している。

附　属　明　細　書

（単位：円）

　　　　　　当期減少額

目的使用 その他

　　賞与引当金 13,504,391 13,106,804 13,504,391 0 13,106,804

　　退職給付引当金 145,729,319 2,858,914 15,270,450 0 133,317,783

当期末残高　　　科　　　目 当期増加額期首残高


